
継
続
し
た

金
融
政
策
ポ
ピ
ュ
リ
ズ
ム

　

安
倍
政
権
は
黒
田
東
彦
日
銀
総
裁

を
再
任
し
、
新
た
に
２
人
の
副
総
裁

に
、
日
銀
理
事
か
ら
の
昇
格
と
な
る

雨
宮
正
佳
氏
と
リ
フ
レ
派
経
済
学
者

で
早
稲
田
大
学
教
授
の
若
田
部
昌
澄

氏
を
任
命
し
た
。

　

こ
の
構
図
は
５
年
前
と
ま
っ
た
く

同
じ
だ
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
開
始
に
あ

た
っ
て
安
倍
首
相
は
黒
田
氏
を
総
裁

に
指
名
す
る
と
同
時
に
、
元
日
銀
理

事
の
中
曽
宏
氏
と
リ
フ
レ
派
経
済
学

者
の
代
表
格
だ
っ
た
岩
田
規
久
男
氏

を
副
総
裁
に
選
ん
だ
。
今
回
の
人
事

は
、
こ
れ
ま
で
の
超
金
融
緩
和
策
を

変
え
る
必
要
は
な
い
、
と
い
う
政
府

か
ら
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
と
解
釈
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ
は
不
可
解

な
判
断
で
も
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
黒

田
日
銀
に
課
せ
ら
れ
た
最
大
の
使
命

だ
っ
た
早
期
の
イ
ン
フ
レ
目
標
達
成

は
失
敗
し
て
い
る
。
異
次
元
緩
和
策

の
バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
に
あ
っ
た
リ

フ
レ
派
理
論
が
間
違
っ
て
い
た
こ
と

も
こ
の
５
年
間
で
明
確
と
な
っ
た
。

　

岩
田
前
副
総
裁
は
就
任
前
年
に
出

版
し
た
著
書
で
、
２
％
の
イ
ン
フ
レ

を
実
現
す
る
の
に
必
要
な
マ
ネ
タ
リ

ー
ベ
ー
ス
は
１
６
２
兆
円
程
度
で
あ

り
、
イ
ン
フ
レ
目
標
を
宣
言
す
れ
ば

か
な
り
少
な
い
額
で
達
成
で
き
る
と

主
張
し
て
い
た
。
現
在
の
マ
ネ
タ
リ

ー
ベ
ー
ス
は
４
８
０
兆
円
に
達
し
て

い
る
。
し
か
し
、
コ
ア
コ
ア
Ｃ
Ｐ
Ｉ

（
生
鮮
食
品
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
除
い

た
消
費
者
物
価
指
数
）
は
こ
の
２
月

時
点
で
ま
だ
０
・
５
％
だ
。

　

そ
れ
な
の
に
政
権
が
今
回
の
人
事

を
決
め
た
の
は
、
イ
ン
フ
レ
目
標
に

向
か
っ
て
日
銀
が
国
債
の
金
利
を
超

低
水
準
に
抑
え
込
み
、
Ｅ
Ｔ
Ｆ
（
上

場
株
式
投
信
）
を
大
規
模
に
購
入
し

て
株
価
を
下
支
え
し
、
そ
れ
ら
に
よ

っ
て
円
安
に
す
る
と
い
う
効
果
が
大

変
心
地
よ
か
っ
た
か
ら
だ
と
思
わ
れ

超
金
融
緩
和
策
が
持
久
戦
と
化
し
た
結
果
、
２
期
目
に
入
っ
た
黒
田
新
体
制
は
そ
れ
に
よ
る
副
作
用
に

直
面
す
る
と
予
想
さ
れ
る
。
日
銀
に
追
加
緩
和
余
地
が
ほ
ぼ
な
く
な
り
、
次
の
経
済
シ
ョ
ッ
ク
に
対
し

て
あ
ま
り
に
も
脆
弱
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
現
状
の
イ
ー
ル
ド
カ
ー
ブ
の
ま
ま
日
本
が
景
気
後
退
に

陥
っ
た
ら
、
金
融
機
関
経
営
、
ひ
い
て
は
金
融
シ
ス
テ
ム
の
安
定
性
が
い
ま
以
上
に
揺
ら
ぐ
。
政
府
・

国
会
が
低
金
利
に
甘
え
て
財
政
再
建
を
遅
ら
せ
る
中
、
日
銀
は
事
実
上
の
財
政
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
か
ら
抜

け
出
せ
な
く
な
り
、
長
期
的
に
は
財
政
信
認
悪
化
か
ら
「
悪
い
円
安
」
の
到
来
が
懸
念
さ
れ
る
。
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会
長
を
置
く
信
金
ほ
ど

収
益
力
が
低
下

　

関
東
財
務
局
は
３
月
29
日
、「
協
同
組
織
金
融

機
関
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
の
一
考
察
」
と
題

す
る
分
析
結
果
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
、
管

内
に
あ
る
72
信
用
金
庫
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
状
況
に
つ

い
て
言
及
し
た
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
72
信
金
の
経
営

ト
ッ
プ
の
在
任
期
間
は
10
年
前
と
比
べ
て
全
般
的

に
長
期
化
し
て
お
り
、
会
長
を
置
く
信
金
（
注
）

は
、
置
か
な
い
信
金
に
比
べ
て
当
期
純
利
益
の
減

少
幅
が
大
き
い
と
い
う
（
図
表
）。
こ
う
し
た
分

析
結
果
を
も
と
に
、「
適
切
な
ガ
バ
ナ
ン
ス
が
将

来
に
わ
た
っ
て
持
続
的
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
、
ガ

バ
ナ
ン
ス
の
質
の
向
上
（
優
秀
な
経
営
者
を
選
ぶ

枠
組
み
の
策
定
等
）
を
図
っ
て
い
く
こ
と
も
重

要
」
と
指
摘
し
て
い
る
。

　

関
東
財
務
局
は
こ
の
文
書
と
同
時
に
、「
中
小

企
業
の
経
営
者
交
代
有
無
別
に
見
た
経
常
利
益
率

の
推
移
」
と
題
す
る
分
析
結
果
も
掲
載
。「
中
小

企
業
の
場
合
（
中
略
）、
経
営
者
の
高
齢
化
が
進

展
し
、
経
営
者
が
交
代
し
て
い
な
い
企
業
よ
り
、

経
営
者
が
交
代
し
た
企
業
の
ほ
う
が
収
益
力
が
高

い
」
と
言
及
し
て
い
る
。

　

金
融
庁
の
定
例
レ
ポ
ー
ト
等
で
の
情
報
発
信
な

ら
と
も
か
く
、
そ
の
出
先
機
関
で
あ
る
関
東
財
務

局
が
こ
う
し
た
見
解
を
公
に
す
る
の
は
極
め
て
異

例
の
こ
と
だ
。
こ
れ
ら
の
記
述
か
ら
は
、
一
部
の

協
同
組
織
金
融
機
関
で
経
営
者
の
高
齢
化
や
長
期

政
権
化
が
起
き
て
お
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
収
益
力

の
低
下
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
不
全
を
招
い
て
い
る
の
で

は
な
い
か
と
い
っ
た
当
局
の
危
機
感
が
読
み
取
れ

る
。

　

実
際
、
あ
る
金
融
庁
幹
部
は
「
長
期
政
権
自
体

が
悪
い
こ
と
で
は
な
い
が
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
態
勢
の

見
直
し
や
新
陳
代
謝
を
働
か
せ
る
必
要
性
が
あ
る

信
金
が
あ
る
の
は
確
か
」
と
話
す
。

　

金
融
庁
や
財
務
局
が
行
っ
て
い
る
モ
ニ
タ
リ
ン

６
月
下
旬
に
一
斉
に
開
か
れ
る
信
金
・
信
組
の
総
代
会
シ
ー
ズ
ン
が
間
近
に
迫
る
中
、
金
融
庁

と
財
務
局
が
「
信
金
・
信
組
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
」
に
対
す
る
問
題
意
識
を
強
め
て
い
る
。
一
部
の

信
金
・
信
組
で
経
営
者
の
高
齢
化
や
長
期
政
権
化
が
起
き
て
お
り
、
そ
れ
に
よ
っ
て
収
益
力
の

低
下
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
不
全
が
も
た
ら
さ
れ
て
い
る
傾
向
が
あ
る
た
め
だ
。
金
融
庁
と
財
務
局
は
、

上
場
企
業
が
守
る
べ
き
行
動
規
範
で
あ
る
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
も
参
考
に
し

な
が
ら
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
問
題
を
抱
え
る
信
金
・
信
組
に
対
し
て
改
善
を
促
し
て
い
く
。

金
融
庁
と
財
務
局
が
信
金
・
信
組
の

ガ
バ
ナ
ン
ス
を
問
題
視
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相
次
ぐ
強
硬
な

米
通
商
政
策

　

ト
ラ
ン
プ
米
政
権
は
発
足
２
年
目

と
な
る
今
年
、
強
硬
な
通
商
政
策
を

実
行
に
移
し
始
め
た
。
年
初
か
ら
こ

こ
ま
で
の
動
き
を
振
り
返
っ
て
み
る

と
、
以
下
の
と
お
り
に
な
る
。

　

ま
ず
、
ト
ラ
ン
プ
米
政
権
は
１
月

22
日
、
通
商
法
２
０
１
条
に
基
づ
き
、

太
陽
光
パ
ネ
ル
に
緊
急
輸
入
制
限

（
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
）
を
発
動
す
る
と

発
表
し
た
。
背
景
に
は
、
安
値
攻
勢

を
か
け
る
中
国
企
業
に
よ
っ
て
米
国

内
の
産
業
が
被
害
を
受
け
て
い
る
と

の
懸
念
が
あ
っ
た
と
推
測
さ
れ
る
。

ま
た
、
住
宅
用
の
大
型
洗
濯
機
に
も

セ
ー
フ
ガ
ー
ド
の
発
動
を
決
定
し
た

が
、
こ
れ
は
韓
国
の
家
電
大
手
を
念

頭
に
置
い
た
措
置
で
あ
ろ
う
。

　

次
に
、
ト
ラ
ン
プ
米
政
権
は
３
月

１
日
、
安
全
保
障
を
理
由
と
し
て
、

通
商
拡
大
法
２
３
２
条
に
基
づ
き
鉄

鋼
と
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
の
輸
入
制
限
を

発
動
し
、
鉄
鋼
に
25
％
、
ア
ル
ミ
ニ

ウ
ム
に
10
％
の
追
加
関
税
を
課
す
方

針
を
表
明
し
た
。
輸
入
制
限
は
３
月

23
日
に
発
動
さ
れ
た
が
、
鉄
鋼
と
ア

ル
ミ
ニ
ウ
ム
は
中
国
製
が
標
的
と
み

ら
れ
、
カ
ナ
ダ
、
ブ
ラ
ジ
ル
、
メ
キ

シ
コ
、
欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）、
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
、
韓

国
の
７
カ
国
・
地
域
へ
の
適
用
は
５

月
１
日
ま
で
猶
予
さ
れ
た
。
な
お
、

中
国
と
同
様
、
日
本
に
も
猶
予
期
間

が
設
定
さ
れ
な
か
っ
た
が
、
日
本
製

は
高
性
能
の
た
め
、
関
税
引
上
げ
で

も
需
要
は
あ
る
と
の
見
方
が
多
い
。

　

そ
し
て
、
ト
ラ
ン
プ
米
大
統
領
は

３
月
22
日
、
中
国
に
よ
る
知
的
財
産

権
の
侵
害
を
理
由
に
、
米
通
商
代
表

部
（
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
）
の
報
告
に
基
づ
き

通
商
法
３
０
１
条
を
発
動
し
、
中
国

製
品
に
制
裁
関
税
を
課
す
大
統
領
令

に
署
名
し
た
。
こ
の
措
置
は
、
①
中

国
の
不
公
平
な
技
術
移
転
の
慣
習
を

世
界
貿
易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
に
提
訴

す
る
、
②
少
な
く
と
も
５
０
０
億
㌦

ト
ラ
ン
プ
米
政
権
は
今
年
１
月
下
旬
以
降
、
強
硬
な
通
商
政
策
を
実
行
に
移
し
始
め
た
。
中
国

側
も
た
だ
ち
に
対
抗
措
置
を
取
る
中
、
米
中
貿
易
戦
争
へ
の
突
入
が
金
融
市
場
で
懸
念
さ
れ
て

い
る
。
し
か
し
、
米
中
と
も
制
裁
措
置
の
発
動
を
一
部
猶
予
し
て
お
り
、
水
面
下
で
の
協
議
を

進
め
る
意
向
が
う
か
が
え
る
こ
と
か
ら
、
互
い
に
無
秩
序
な
貿
易
戦
争
を
仕
掛
け
る
意
図
は
な

い
と
考
え
る
。
こ
の
た
め
、
米
中
通
商
協
議
の
長
期
化
を
メ
イ
ン
シ
ナ
リ
オ
と
し
て
、
当
面
ド

ル
円
相
場
は
１
㌦
＝
１
０
５
～
１
１
０
円
で
推
移
す
る
時
間
帯
が
多
く
な
ろ
う
。
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